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保育料⇒県内トップ
クラスの安さ！
第２子保育料・給食費
⇒無償化！

令和４(2022)年８月
記者会見

担当課 子育て支援課

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
■保育料の改定
■第２子保育料・給食費の無償化



保育料を県内トップクラスの安さに！

（取組方針１）安心して子どもを産み、育てられる環境にしよう【子育て支援】

➡ 国の保育料徴収基準額の５０％
・保護者が負担する保育料の額は、国の保育料徴収基準額に対
し、５０％を基本として設定

➡ 所得割額77,101円未満世帯の保育料・給食費無料
・低所得世帯への経済的負担を軽減し、子育て支援の充実を図
るため、年収約３６０万円未満世帯の保育料・給食費を０円

（無料）とする

【事業概要】
軽減額 約4,200万円
開始時期 令和５年４月分から

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
■保育料の改定

○考え方
　・愛知県内で、トップクラスの安さに減額
　　　→　子育てしやすい街をＰＲ

○保育料と給食費
　・０歳児～２歳児は、保育料（給食費含む。）を徴収
　・３歳児～５歳児は、給食費（保育料は国による無償化）を徴収

○保育料改定の基準

　【７７，１０１円未満（年収は約３６０万円）世帯】
　・保育料の無償化（０歳児～２歳児）
　・３歳児～５歳児においては、給食費を無償化
　⇒この世帯は、０歳から５歳まで、保育料・給食費が無料

　【国の保育料徴収基準額の５０％】
　・７７，１０１円以上（年収は約３６０万円以上）の世帯について、
　　保護者負担を国の基準額の５０％として、残りの５０％を市が負担

○軽減額
　・約４，２００万円

○開始時期
　・令和５年（2023年）４月から



保育料を県内トップクラスの安さに！
（取組方針１）安心して子どもを産み、育てられる環境にしよう【子育て支援】

変更前
階層区分

世帯の市民税所
得割額

保育料
(0～2歳) 給食費

(3～5歳)
標準 短

生活保護 0 0 0

市民税非課税 0 0 0

均等割のみ 8,800 8,600

60048,600円未満 11,900 11,500

57,700円未満 19,300 18,700

58,300円未満

4,200

77,101円未満 25,200 24,400

97,000円未満 25,200 24,400

120,000円未満 34,000 33,000

169,000円未満 37,700 36,500

301,000円未満 46,600 45,200

301,000円以上 56,900 55,300

変更後
階層区分

世帯の市民税所
得割額

保育料
（0～2歳） 給食費

(3～5歳)
標準 短

生活保護 0 0 0

市民税非課税 0 0 0

77,101円未満
(年収約360万円未満)

0
(最大
△25,200減)

0
(最大
△24,400減) 0

97,000円未満
(年収約470万円未満)

15,000
(△10,200減)

13,000
(△11,400減)

4,200

169,000円未満
(年収約640万円未満)

22,000
(△12,000減)
(△15,700減)

20,000
(△13,000減) 
(△16,500減)

301,000円未満
(年収約930万円未満)

31,000
(△15,600減)

29,000
(△16,200減)

301,000円以上
(年収約930万円以上)

40,000
(△16,900減)

38,000
(△17,300減)

利用者の23.7%
がこの階層区分

に該当

利用者の38.7%
がこの階層区分

に該当

※年間最大３０２，４００円の減額！

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
■具体的な数字

○保育料が無償となる世帯
　・７７，１０１円未満世帯
　・年収では約３６０万円未満に該当
　　　→　いわゆる低所得世帯に該当
　・改正前より、８，６００円～２５，２００円の減額
　・最高減額　＝　２５，２００円の減額　
　　　　　　　　　＝　７７，１０１円未満（標準）の区分
　　年間　３０２，４００円　＝　２５，２００円　×　１２か月

○保育料を納めてもらう世帯
　・７７，１０１円以上の世帯には、階層区分に応じて徴収
　・改定前より、１０，２００円～１７，３００円の減額
　
○みよし市民の分布
　・３０１，０００円未満世帯（標準・短）が全体の３８．７％
　　＝年収では、約６４０万円～約９３０万円の世帯
　　＝差額は、
　　　　標準で１５，６００円（年間では、１８７，２００円）
　　　　短時間で１６，２００円（年間では、１９４，４００円）

　・１６９，０００円未満世帯（標準・短）が全体の２３．７％
　　＝年収では、約４７０万円～約６４０万円の世帯
　　＝差額は、
　　　　標準で１５，７００円、１２，０００円
　　　　　（年間では、　１８８，４００円、１４４，０００円）
　　　　短時間で１６，５００円、１３，０００円
　　　　　（年間では、１９８，０００円、１５６，０００円）




第２子の保育料・給食費を無償化！

（取組方針１）安心して子どもを産み、育てられる環境にしよう【子育て支援】

➡ 所得制限・年齢制限なく第２子無償化
・所得制限もなく、年齢制限もなく、第２子に係る保育料・
給食費を無償化します

【事業概要】

軽減額 約3,700万円
開始時期 令和５年４月分から

導入後
０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳

第２子の保育料無償 第２子の給食費無償

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
■第２子の保育料・給食費の無償化

○考え方
　・第２子に係る保育料と給食費を無償化に
　　　→　子育てしやすい街をPR

○保育料と給食費
　・０歳児～２歳児は保育料（給食費を含む。）
　・３歳児～５歳児は給食費のみ（保育料は国による無償化）

○軽減額
　・約３，７００万円

○開始時期
　・令和５年（2023年）４月



（取組方針１）安心して子どもを産み、育てられる環境にしよう【子育て支援】

第２子の保育料・給食費を無償化！
就学前 小学生以上

就学前 小学生以上

・小学生以上は
第１子対象外

・保育所等の利用
している子を
カウント

・生計同一の子
すべてカウント

・年齢や保育所等
を利用している
などの制限なし

変
更
前

変
更
後

第１子
(カウント対象外)

第２子
(1人目カウント)
通常

第３子
(2人目カウント)
半額

第１子
(1人目カウント)

第２子
(2人目カウント)
無料

第３子
(3人目カウント)
無料

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
■具体的には


○改正前
　・第２子は半額、第３子は無償
　・ただし、年齢制限がある
　　＝カウントできる児童は、就学前の子、かつ、保育所等を利用している子

○改正後
　・第２子を無償とし、第３子以降も従前どおり無償
　・年齢制限を廃止
　　＝生計同一が条件で、小学生以上の子もカウントする
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